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（㕱）გ૤Քኬ的

鉄道、バス、タクシーなどの地域公共交通は、地域住民や観光等で地域に

訪れた人にとって、必要な移動手段です。しかし、近年、人口減少やライフス

タイルの変化などによる利用者の減少のほか、運転士不足や運行コストの上

昇などに伴い、運賃の値上げや減便、路線廃止が検討されるなど、地域公共

交通を取り巻く環境は厳しさを増しています。こうした状況に対して、現在の

地域公共交通のあり方を見つめ直し、自治体として限られた財源のなかでい

かに対応するかが課題となっています。

本調査研究では、地域住民等の移動手段の確保や利便性の向上を念頭

に、国や東京都等の交通分野の支援策の取組状況を整理した上で、自動運転

車やデマンド交通の導入など先進的な取組をする自治体の事例を調査し、将来にわたり持続可能

な地域公共交通の検討に資することを目的として実施しました。

（㕲）צبח՛׽調査ଅऐ

多摩・島しょ地域の自治体と住民に対してアン

ケート調査を実施しました。

自治体アンケートでは、多摩地域の自治体は、交

通政策において「交通空白地の解消」と「交通弱者の

生活の足の確保」を重視している一方、「交通渋滞の

緩和」や「温室効果ガスの削減」のような、都市型の

交通政策の項目はあまり重視されていないことがわ

かりました。また、多摩地域のコミュニティバスは、

Ĩ日Ĩ台当たりでみるとデマンド交通よりもかなり多くの利用者を運んでおり、自治体が支え続け

る意味のある、効率的な交通手段となっていることがわかりました。

住民アンケートでは、将来にわたってバスの路線や運行サービス水準を維持するため、税金とし

て追加負担を許容するひと月当たりの金額は、回答者及びその家族のバス利用状況や年齢階層、

地域等によって違いがあるものの、多摩・島しょ地域の自治体における人口Ĩ人当たり公共交通

運営費補助額の平均値・中央値よりもずっと高い結果となりました。このことから、将来の生活の

足の維持確保に対して、住民からは現状を上回る予算措置のもとで、自治体による施策遂行が求

められていると判断できます。

（㕳）࿓ସ

主に多摩・島しょ地域の自治体に対し、新技術に目移りすることなく、引き続き定時定路線バス

の活性化策を深掘りすることが重要であると提言しました。その理由として、（１）デマンド交通に

比べて定時定路線バスの方がかなり効率的な輸送手段である、（２）多摩地域の定時定路線バスは

改善の余地（ポテンシャル）を多く残している、（３）納税者は生活の足の確保を重視しているため、

自治体は交通分野への財政支出の拡大を一考する余地があるといえる、のĪつを提示しました。
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（㕱）გ૤Քኬ的

当調査会において実施した 2017（平成29）年度調査研究「多摩地域にお

ける都市農業の保全と振興に関する調査研究―人口減少下の多摩地域に

おける都市農業・都市農地の活用方策―」では、「都市農業振興基本法」制定

（2015（平成27）年）により市街化区域内農地が「宅地化すべきもの」から「都

市にあるべきもの」に大きく位置付けが転換したことに着目し、市街化区域

内農地を中心に都市農業の保全と振興に関する提言を行いました。

その後、関連する法律の改正によって、耕作放棄地における対策が強化さ

れるなど、市町村には多様な主体と協働した対応が一層求められています。

また、農地のあり方も多様化しており、様々な分野と連携した事例も蓄積され

ています。併せて、都市農業の保全には、農地や農家への支援だけでなく、地域の理解が重要です。

本調査研究では、前回調査研究からの変化を踏まえ、多摩地域の農地の現状や課題を整理した

上で、都市農業の多様な機能に着目した新たな取組を調査し、都市農業の保全はもとより、都市農

業を活用したまちづくりの推進に寄与することを目的として実施しました。

（㕲）多ቒ地域のඡੳՒड༎

多摩地域の各市町村の農業分野計

画において言及されている主な課題は

３分類11項目に整理することができま

した。また、多摩地域自治体アンケート

では、「農地・農業」を活かした施策の

実施状況について、2017（平成29）年度

調査研究と比較して、各分野の政策へ

の活用状況についての設問では、「シ

ティプロモーション・ブランディング」「障がい者福祉」が前回調査と比べて大幅な増加傾向にある

点が特徴として挙げられます。自治体が課題に感じていることについての設問では、上位３つの課

題は「担い手の確保・育成」「農地保全（遊休化・減少への対応）」「農地・農業に対する住民からの苦

情の予防・対応」でした。

（㕳）࿓ସ

アンケート結果等を整理・分析することで見

えてきた、「多様な担い手の確保育成」「多面的

機能の計画的発揮」「「農でつなぐ」コミュニティ

の形成」のĪつの課題に対して、įつの項目別

に提言を行いました。

提言は10年後の「都市農業の次なる転換期」

に向けて「(1)目指すべき方向性」「(2)市町村

として取り組んでいくべきこと」「(3)市町村を

取り巻く主体に期待されること」の３点で構成

しています。
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多摩地域における
都市農業の課題と活用に関する

調査研究報告書

2025（令和7）年3月

0 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

課題項目 ୿ד（ԑـஷ度⌊内തඟۈ）

農ҴԚ˚関係

 農ҴԚ˚・˚Ҵڛ˽
 担い手の確保・育成
 生産・̷֯щڛݏ˽
 環境のక化␐のत̔ࢩۋ

 高（ୖසͽेܝ⌋˽ڛ˭Ͳࢧ੧）
 高（߱кܠ農⌊多様なऄࡅの担い手の確保・育成）
 高（環境保ࢪԉ農Ҵ⌊住民␐のଅ൴੧）
 ঘ（݁΄⌊災΄ۀの␯⑾①⑴ʕڿ੧）

ੈ地ൖയ関係

 ੈ地ൖയの⑉⌤ニ⑾␻・ܶೳ化
 農地保ࢪ（കѧ化・բދの഼制）
 農地保ࢪ（࡟௏担Ԥբ）
 多面的機能発揮

 ঘ（農地のؽ分化・分ॹ化⌊܇たる担い手␐のܶೳ）
 高（農地のകѧ化の防ڡ⌊農地բދの防ڡ）
 ঘ（࣠इ࡟੧の࡟௏担Ԥբに␠る農地բދの防ڡ）
 高（農地の多面的なκയ）

ま⏹（地ʠ）関係
 地産地消ࠞࠄ
 地ʠ内඼Ԓ
 ߁ঀ・૑ঀ度向ܞ

 高（ৎ଎ݨ整୿⌊ʠ内൪ড়ࣹࠄ੧）
 高（地ʠでの⎡ہ産Ҵ化⌊֯ނ・ʓҴ܏඼Ԓ੧）
 高（␍れ⏚いのߣ⌋߈育੧）

0 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

多様な担い手の確保育成

多面的機能の計画的発揮

「農でつなぐ」コミュニティの形成

①多様な担い手の参画を後押しする賃貸借の高度化

②家族承継しやすい環境づくり

①教育機能

②防災機能

③福祉機能

①農地と住民がつながる仕掛けづくり
（農地に接する住民理解醸成）

②生産から消費までをつなぐ仕組みづくり（地産地消）

③庁内関係部局をつなぐ体制づくり

【整理・分析された課題の項目】 【課題解決に向けた提言の項目】

Ä२౦ྎ໠ƣౌ઄ᇀኾ૱बƠſŹƛସਸƊǁƛŹǀ೗Ɵड༎

Ä౦ྎ໠Ɓ೘ƿຎƵƮƂड༎ƣஓ່fஓถ

ӼӸӨ多ቒ地域に։֐るဒ౦Ⴚ઄のड༎とঊዿに関する調査研究ӼӸӨ多ቒ地域に։֐るဒ౦Ⴚ઄のड༎とঊዿに関する調査研究
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（㕱）გ૤Քኬ的

急速な少子高齢化を伴う人口減少やインフラの老朽化などにより、自治体を取り巻く環境は一

層厳しくなることが予想されています。

こうした状況において、様々な地域課題を解消し、ウェルビーイングなまちづくりを行うため、各

自治体には、自治体間での協働はもとより、地域社会を支える住民組織、企業、大学等の多様な主

体とも協働し、貴重な資源を効果的に活用した広域的な取組を展開していくことが期待されてい

ます。

本調査研究は、変化が著しい社会情勢を踏まえ、将来を見据えた上で、多摩・島しょ地域自治体

の特性を活かした、多様な主体との広域的な協働のあり方について提案することを目的として行

いました。なお、本調査研究は多摩大学総合研究所との共同調査研究としてĩ年間をかけて実施

しました。

（㕲）����（令和５）年度ಲ౮ၾዴ

①広域連携に関する国や都のこれまでの取組と制度の把握、②「協創」「協

働」の新しい潮流の理解、③多摩・島しょ地域の現状把握・未来予測という３

点について、文献調査や企業、行政等へのヒアリングを行い、「広域連携」の

傾向や課題、多摩・島しょ地域の未来に関する理解を深めました。また、その

上で④多摩地域自治体の広域連携に関する実態を把握し、⑤新たな「広域連

携」の種となる事例を収集しました。④についてはアンケート調査や多摩地域

自治体へのヒアリングを実施し、⑤では、関係者へのヒアリングを中心に行い

ました。そして、その成果について、自治体職員や自治体との連携を望む民

間企業社員を集めたシンポジウムで発表し、広域連携の必要性や今後のあり

方を広く共有する場を設けました。

（㕳）����（令和６）年度ಲ౮ၾዴ

Ĩ年目の調査研究結果から、多摩・島しょ地域自治体の広域連携の課題と

して、会議体が中心で連携のバリエーションが少ないこと、成果が不十分と

いう認識のもとに継続し形骸化していること、連携の主体の多様性がない

こと、何よりも広域連携に対する必要性が十分に共有されていないことが

挙げられました。

そこで、このような課題に対して、広域連携の「必要性の共有」、自治体の

枠を超えた「人づくり」「仲間づくり」、課題を見える化する「地域の未来予測

等のデータ活用」という視点を取り入れた研究会「多摩シンカ～未来予測か

ら広域連携を考える～」(全Ĭ回)を実施しました。研究会は自治体職員と民

間企業社員が１つの班になり、多摩大学松本祐一教授や特別講師をお招きして講義を行い、講義

から得られた様々な知見を活用して、各班で設定したテーマを基に新たな広域連携事業に関する

検討を行いました。最終回に実施した発表会では、これまでの取組を班ごとに発表しつつ、多くの

自治体職員、民間企業社員に聴講生として参加してもらい、今後の広域連携の必要性やあり方を

広く共有する会とし、研究成果を実践に活かせるよう実践的な研修プログラムとして実施しまし

た。
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掛樋 佐紀子 （生駒市総務部行政経営課主幹）

今成 瞬 （西武鉄道株式会社沿線価値創造本部事業創造部沿線価値深耕担当課長）

佐藤 留美 （NPO法人NPO birth 事務局長）

パ ネ リ ス ト

モデレーター

松本 祐一 （多摩大学総合研究所所長）

2023年度CIT調査・研究報告

◆ 「多摩・島しょ地域における自治体広域連携に関するアンケート」調査報告
◆ 「郊外都市の広域連携のフィールドワーク」実施報告

主催：

※閉会後に情報や名刺交換などの交流時間を設けております。お時間の許す限り、ご参加ください。

お問い合わせ：

     2023CITフォーラム事務局（多摩大学総合研究所）
eｰmail  : cit＠tmuri.tama.ac.jp

o宯宯宨宦宷宬容宨季 宰害室宦宷季宬宱季 室宰室季孩季 ōsho

本フォーラムは、公益財団法人東京市町村自治調査会と

多摩大学総合研究所の共同事業「2023（令和５）年度地域

の未来予測を踏まえた多様な主体との広域的な協働のあ

り⽅に関する調査研究」の一環として開催いたします。
これからの多摩・島しょ地域の広域連携のあり方につい

て一緒に考えてみませんか。

●お申込み：公式サイトの申込フォームよりお申込みください

●日時：孵孳孵孷年 （金）
（受付開始孴孵孽孷學）

●会場：府中市市民活動センター プラッツ 第２会議室
府中市宮町一丁目100番地 ル・シーニュ６階

お申込みはこちら

●定員： 名程度 【要予約】・【締切】（12/28）

多摩・島しょ地域自治体職員のご参加をお待ちしております

●参加費：無料

パネルディスカッション

◆テーマ：未来を創る広域連携を考える
～あなたの前向きな危機感を地域に活かすために～

ワークショップ

◆テーマ：広域連携の「いいね！」を考える
調査・研究報告やパネルディスカッションのお話などを参考にご参加の方々で広域連携を深掘りします。

3. 3. 地域の未来予測を踏まえた多様な主体との広域的な協働のあり方に関する調査研究地域の未来予測を踏まえた多様な主体との広域的な協働のあり方に関する調査研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20232023（令和（令和５５）年度～）年度～20242024（令和（令和６６）年度））年度）
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Ĩe֮֗׀に
本調査研究は「都市農業」を対象として実施

したものであるが、「都市農業」という言葉を聞

いた時にどのような空間・風景をイメージするだ

ろうか。例えば、「農業者が葉物野菜を一面で栽

培している畑・耕地の風景」を思い浮かべる人も

いれば、「農業者が果樹を育てている園地の風

景」を思い浮かべる人もいるだろう。または「一般

市民が区画貸しで利用している市民農園」や「農

業者や団体が運営する農園に多様な人が集っ

て農作業を楽しんでいる風景」を思い浮かべる

人もいるだろう。

このように、「都市農業」では多様な営みがさ

れているところ、共通した特徴として改めて押さ

えておきたいのは、都市農業が営まれる農地は、

基本的に農業者が所有する私有地（私的財産）

であるという点である。

国や自治体は、農政や都市計画、税制等の政

策手段を用いて、農地の保全や多面的機能（公

益性）の発揮などの施策を講じていくことにな

るが、その対象となる農地は私有地であり、農業

者（所有者）の経営・生活に直結するものである

ことを、都市農業に係る業務に従事する市町村

職員は常に心にとめておきたいものである。

ĩeทపに։֐るզဒ౦Ⴚ઄էのࡔམ֤֐

この「都市農業」を巡っては、実はいまから10

年前の2015（平成27）年に「コペルニクス的転回」

と言っても良いような政策的な大転換が起きた

のである。

多摩地域で「都市農業」が営まれる農地のう

ち、大半は都市計画法（昭和43年法律第100号）

において市街化区域（すでに市街地を形成して

いる区域及びおおむね10年以内に優先的かつ

計画的に市街化を図るべき区域）に指定された

区域内にある。

市街化区域の定義からもわかるように、市街

化区域内にある農地は都市政策において「宅地

化すべきもの」と長年位置付けられ、主要な農

業振興施策も講じられてこなかったのである。

しかし、2015（平成27）年の都市農業振興基本

法（平成27年法律第14号）の制定とこれに基づ

き2016（平成28）年に策定された都市農業振興

基本計画では、それまで「宅地化すべきもの」と

位置付けてきた市街化区域内農地について、今

後は環境共生型の都市を形成する上で「あるべ

きもの」へとその位置づけを大転換させたので

ある。

語弊をおそれずにわかりやすくいえば、「農地

がすべて宅地化され、宅地のみで形成される都

市が政策的に素晴らしい」とされていたものが、

「農地が保全され、宅地と農地が混在して形成

される都市が政策的に素晴らしい」と国が認め、

その方針を示したのである。

わが国の政策において、これだけの大転換は

そうそうあるものではないが、政策の大転換が

社会的に肯定されてきていることは、「都市農

業」が現代の都市、我々の暮らしにとって欠かせ

ないものになっていることの証左ともいえるの

ではないだろうか。

2015（平成27）年の政策大転換から10年を迎

えようとしている中、この10年間にどのような政
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策が講じられてきたのか、また、各種政策はどの

ように現場の都市農業を変化させているのか、

市町村の都市政策・農業政策にどのような影響

を及ぼしているのか、といった観点で多摩地域

の実情を詳細に調査・分析した結果が本報告書

にとりまとめられている。

以下本稿では、同報告書の中で特に注目して

ほしいエッセンスを抽出して紹介する。

Īeզဒ౦Ⴚ઄էをലるሓฑ度のᇥँ

前述した都市農業振興基本法は理念的な

法律であり、同法を踏まえた実効性ある法制

度がこの10年間にいくつも創設されてきてい

る。例えば、都市政策においては、生産緑地法

改正による特定生産緑地制度の創設や、都市

計画法改正による「田園住居地域」の創設、地

区計画農地保全条例制度の創設などである。

また、農業政策においては、都市農地の貸借

の円滑化に関する法律の制定により、市街化

区域内農地（生産緑地地区内の農地）の貸借円

滑化が図られたり、市街化区域内農地に限っ

た話ではないが、全国的な農業従事者減少を

受けて農業参入と農地利用を促進する観点か

ら、農地取得時の「農地の下限面積要件の廃

止」がされ、新たに農地を取得することに対す

るハードルが格段に下げられたりする制度変

更も見られた。

これらに加え、この10年間の法制度の変化

について詳しく知りたい人は、同報告書Ⅱ章

を参照されたい。

īeሓฑ度のᇥँを೥֐たզဒ౦Ⴚ઄է

ଵ඘のᇥँ

都市に「あるべきもの」とされた市街化区域

内農地であるが、多摩地域においてはその農

地の減少が続いている。2019（令和元）年度か

ら2022（令和ī）年度のĪ年間で市街化区域内

農地（宅地化農地と生産緑地の和）は3,264ha

から3,066haへと約ĭ%減少しており、多摩地

域の市町村行政においても農地の保全が大き

な課題となっている。一方で、農地利用に関心

を有する主体は増加傾向にある。図表Ĩは多

摩地域の30市町村を対象として実施したアン

ケートの結果である。各市町村に対して農地利

用に関する意向・問い合わせをした主体を尋

ねたところ、2017（平成29）年に比べて2024（令

和ĭ）年では新規就農者、障がい者福祉に関

わる福祉法人のほか、農地を持たない地域住

民・市民からの問い合わせが増えるなど、多様

な利用ニーズが見られるようになっている。実

際に、農地を所有していない市民が新たに農

地を取得した事例も多摩地域で2023（令和Ĭ）

年ī月～2024年（令和ĭ）年į月までに10市町

村で確認されている。

さらに、市町村の政策現場における「都市農

業」に対するニーズや活用状況も大きく変化し

ている。

図表ĩをみると、シティプロモーション・ブラ

ンディングの割合が大幅に増加したほか、国が

政策の旗を振る「農福連携」など障がい者福祉

の施策展開も広がっている。

以上のように、多摩地域では農地が減少す

る一方で、農地を活用しようとする動きに広

がりが見られてきている。このような動きがあ

る中で、市町村はどのようにして農地を活か

したまちづくりを進めていけば良いのか。本稿

の後半では、多摩地域の市町村に期待される

役割に言及していきたい。
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Ĩ 2017 （平成 29） 年の値は 「多摩地域における都市農業の保全と振興に関する調査研究」 (�����ᇓถ ���年３月 ) にて実
施したアンケート結果を引用している。 2017 （平成 29） 年度調査研究では、 市街化区域農地を有する市町村のみを対象とし
てアンケートを実施したため、 2024 （令和ĭ） 年度の結果についても檜原村、 奥多摩町の両町村を除いた 28 団体で集計し
た結果を示している。
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５eӻӺ年ଢ଼に௺来するզဒ౦Ⴚ઄の಑
なる࿼হৼէ

市街化区域の農地では、2022（令和ī）年以

降生産緑地の多くが特定生産緑地へ移行して

おり、10年後に更新手続の時期が訪れる。ま

た、市街化調整区域では、2024（令和ĭ）年度

末までに、10年後に目指すべき農地の効率的・

総合的な利用の姿を描く地域計画の策定が求

められている。

このように多摩地域の農業は、当面10年間

は農地保全の枠組みが整いつつあるが、裏を

返すと、10年後の2030年代初頭には、都市農

業・農地を残すか否か、どのように残すかを問

う「都市農業の次なる転換期」が再来するとい

える。都市農業・農地の縮減を少しでも食い止

めるためには、10年後に所有者である農業者

に農地を残す選択をしてもらえるよう、今まさ

に市町村が対策を講じなければならないので

ある。

６e多様な༶փ೚の॰ᇱ

aa}Ⴚ઄ೄのॗႪをᇥえる֒と֋ᅢጅ

aa¢Ⴚ઄の༶փ೚の໴ඉを広֑る£

今回の調査では、農地保全とともに担い手

の確保が市町村の大きな課題として認識され

ていることがわかった。東京の販売農家数は

2020（令和ĩ）年にĨ万戸を割り込み、後継者

がいない農業者が半数以上を占める中で、東

京の農業・農地を維持・発展させていくために

は、新たな担い手を確保し農地の貸借を促進

していくことが不可欠である。近年、農地所有

者の貸借に対する抵抗感は薄れてきており、

認定農業者などへの貸借は進められている

が、それを遥かに上回るスピードで耕作放棄

が進むおそれがある。今後は、既存農業者にと

どまらず、新規就農者や企業、NPO法人等の農

業者以外への貸借を促進していく潮流を作っ

ていくことが必要である。そのためには、市町

村は貸借に対する理解促進、貸借のマッチン

グ等の仕組み・体制づくりを強化し、従来の農

業の概念を超えて、既存の農業者以外による

農地利用も推し進め、地域で農業を継承し農

地を保全していく機運を高めていくことが重

要となる。

¢ଵఓ֦֟֐な֎ՒथੌՔ未来のႺ઄ೄを౫࣍

する£

農業の担い手の枠を広げていく際に、次世

代の最も重要な担い手が農業者（現所有者）の

後継者（法定相続人）である。東京都でも、後

継者を対象とした働きやすい環境づくりや、施

設や機械等の導入を支援する等、後継者支援

を拡充している。従来、農業の担い手確保の施

策は、新規就農者が中心であったが、後継者

だからこそ抱える問題もある。親とは異なる農

業経営を志向する場合や相続時の対策等、家

庭内で閉じずに相談できる体制や学びの環境

を充実させ、円滑に農業を継承・発展できる体

制を支援していくことが、即効性のある取組と

して重視されている。

また、農業をリタイアした人も、農地に対す

る関わりを持ち続けてもらうことが重要であ

る。市町村は現役の農業者だけでなく、リタイ

アされた農業者とも関係を継続させ、農地の

貸借を推進し、新たな担い手をサポートする態

勢づくりを進めていくことが期待される。

Įe多ኜ的৿Ⴗのᄇ৸້ු

}৿Ⴗをଣขえた૱ब的な౮ప࿶

्とᆪാ৖ᎌૢ֋ഓጅ

多摩地域では、宅地と農地が近接しており、

それゆえに、都市農業には新鮮な農産物の供

給だけでなく、多面的な機能が期待できる。教

育分野では、都市農業は地域やSDGsを学ぶこ

れ以上ない素材を提供できる。また、防災分野

では、空地の少ない市街地にて農地が延焼遮

断の機能を果たすことが期待できる。さらに、

福祉分野では、特に障がい者の就労支援の場

として期待できる。しかし、本調査において、

都市農業が有する多面的機能を活かし切れて
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いないと感じているとの声が市町村職員から

聞かれた。

多面的機能を発揮させるためには、農地が

存在すればよいのではなく、農地をフィールド

として、教育、福祉、防災等の農業以外の方が

参加する活動が行われていることが重要とな

る。これらの活動を一層促進するには、市町村

の庁内での連携が不可欠である。

農業振興に係る計画だけでなく、教育や福

祉、防災等の計画に農業との連携を位置付

け、庁内で計画的に農地・農業を活用した施策

を展開していく仕組み・体制を構築していくこ

とが求められる。

多面的機能の発揮や異業種との連携に対す

る農地所有者の受け入れ意向や、機能発揮が

求められる地域や立地条件、活動主体の有無

等の要件を整理し、特に多面的機能の発揮を

継続・発展が求められる農地を特定し、重点的

に支援を行っていくことが有効である。農地

が年々減少する中で農産物の供給に加えて多

面的機能を発揮する、地域にとってより価値

の高い農地を計画的・優先的に保全していく

視点も今後求められるようになってくると考

えられる。

įeႺ֦֣な֏ט׻؀ؚؔרの૛ถ　

}ဪੜႺ઄のት፛֮Ⴚౌᆾをऴ֖

た෗の֣な֋り

東京では農産物のį割が共同直売所や農家

の庭先販売等で市場を介さず、消費者に直接

販売されている。言い換えると、農産物を介し

た人と人のつながりを生むことが、東京の農

業の最大のポテンシャルといえる。東京都では

単独世帯が半数以上となるなど、地域のつな

がり強化が課題となっている。

新たに地域に居住した住民が、地元産野菜

等の直売を通して、旧住民との間に接点がで

き交流を育む契機となる。あるいは健康志向

が高まる中で、身近な農作業体験ができる場

を通じて交流が生まれるといった形で地域コ

ミュニティ形成の萌芽になることが期待でき

る。さらには、国分寺市のこくベジ²の取組の

ように、地産地消を活かしたまちづくりを進め

ることで地域内外との交流・集客にもつながっ

ていく。

この農を活かして地域に生まれる人と人の

つながりが、多様な地域課題解決を生み出す

連携を作っていく素地となる。市町村では、農

業部局だけでなく庁内でこのような農のポテ

ンシャルを共有し、庁内で連携して活用してい

くことが求められている。

İe։׎りに

先に述べたように、都市農地は都市に「ある

べきもの」として位置づけられた。これまで、

農家の方々の努力や事情により農地は残され

てきたが、今後は都市に「あるべきもの」とし

て、どのように残し活用していくかを地域で考

え、継承していくことが求められる。全国的に

みると農業の衰退は著しく、基幹的農業従事

者はこの20年間で半減し、さらに20年後には

2割程度になることも見込まれ、多摩地域でも

安定した地元産の農産物の供給に対する期待

は一層高まることが想定される。また、農地や

農業に関わる人が増え、地域の課題解決やビ

ジネスチャンスにつながる都市農業のポテン

シャルも明らかになりつつある。

市町村職員には、創意工夫を持って、分野

の垣根を越えて、都市農業の振興や農地の保

全活用に取り組み、より豊かな地域づくりにつ

なげていくことを期待したい。

ĩ こくベジプロジェクト推進連絡会ウェブサイト 「国分寺三百
年野菜 「こくベジ」」 （https://kokuvege.jp/） (2025
年Ĭ月 20 日確認 )
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Ĩe֮֗׀に
దௗbශᇍやǱȗǾ့の報ၗƜ�ǖǤǪȉー

ǺȔǤȌンǳࡒ� �ऀǖǤǺȔ�ƝいŻc��Ɲ

いŻସጃをଣᇍƂすǀ৿वƁໃŽƛいますc

ƈǁをၥǈƜいǀॉƊǈのධ඘ƜƷbॉƊǈ

ごಛිƁǖǤǺȔを೥けた૪ଫƁŷǀbŷǀ

いƤ၍ፉのሑƁǖǤǺȔを೥けƛいǀのをଣ

たƈƝƁŷǀのƜƤƟいƜƌƼŻƀcཨƠƤb

ごಛිƁಲ఑ƠǖǤǺȔを೥けƛいǀƠƷ৘

ǄƾƏbǖǤǺȔƝƤƞŻいŻƷのƟのƀฝ

ƌƄጫशƜƂƛいƟいたƶƠbƒǁƝਂƚƀ

Ə໴ࣤƌƛいǀ඘஽ƷŷǀƀƷƌǁまƐǈc

本ஜƜƤbǖǤǺȔƝƤƞŻいŻƷのƟの

ƀूƶƛ๊ነƌƙƙbಛಓ໲Ơ໴すǀǖǤǺ

Ȕのඡੳやb�����፭ᎬĮ�ႩဗƠဪੜဒƁ౮

பƌたǖǤǺȔሻ౱のたƶのඞ፯をごൾऴƌ

ますcまたbǖǤǺȔを೥けた඘஽の໴ࣤ፯Ʒ

いƄƙƀごൾऴƌますc本ஜƁbǖǤǺȔƁᄇ

ภƌた఑のॉƊǈの໴ࣤのൃࡴƝƟǁƥஂい

Ɯすc

かゆいところに手が届く！

-多摩 ・島しょ自治体お役立ち情報 -

市町村૤ֳʿ෌ऊˡྷ޸˚۪ˋ˙ʷ˾ݑ࿨˷ఖˡ自治ద˷

ʆ˜˝ࢪˡ඀޸ܟ܊ྵ ಄˽˒ʷ˛ࣗʻ˙ʷ˾়࣪˞˗ʷ˙ʆ

東京市町村自治調査会ʿ調査ˊʆ ࿨ూല˷ٕూ˝˜̅࿄˼

ʾ˞ˌ˾ˆ˛̅࿠ജ˞০ঢˊ˙ʷ˱ˌʇ

自治体に対するカスタマーハラスメントについて

調査課　髙橋　力哉 （昭島市派遣）

Ĩ 北海道札幌市「カスタマーハラスメント防止啓発の取り組み」
（https://www.city.sapporo.jp/somu/shiminnokoe/cust
omer_harassment.html） （2025 年Ĭ月 16 日確認）
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ĩe؞؄׮נと֮
ǖǤǺȔƝƤb୔ਰ �့பทƠſいƛƤഉኁ

やਢ့ࡿ�ƀƾのሯ፛や࠵ಱƟクȗーȋ့の

ེƌいኒᎱபࡡを౪ƌますcભ໲࿨ƠƤb෨ᅳ

ĩƠ਋ఐƌたƽŻƟபࡡƁੑƇƾǁますcॉ

ƊǈのཨƠƷb઄ኃのཨƜƈのƽŻƟபࡡを

೥けたƈƝƁŷǀሑƁいǀのƜƤƟいƜƌƼ

Żƀc

ǖǤǺȔƤbኁ৖৫઄や࿷ᇲ့だけƜƟƄb

ಛಓ໲をƤƍƶƝƌたபทƠ໴ƌƛƷபǄǁ

ƛいますcǖǤǺȔを೥けǀƈƝƠƽƘƛbධ

ግfภౌตの࿃ऀやb඾ිƭの࡝の౗ಈƭのࡿ

や਷ධƠ౼ǀǜーǤƷŷƿまࢇ੽ƀƾྫྷࢬ࠵

すcƈのƽŻƠǖǤǺȔƤbࡴධࡿƠƝƞまƾ

Əbຎද๺໲Ɯ໴ࣤすƮƂഓ་Ɵኴ༎Ɯすc

ઝႩƜƤǖǤǺȔሻ౱のたƶƠྫྷᎭをᎩࣿ

すǀb኎షをᅺಌのƴƀƙᇓं኎ᅳ਋のƷの

Ơᇥஏすǀb૖ᄇȈǤǪーをັ୵Ơૡಘすǀ

ƝいƘた೘ຎをුƶǀಛಓ໲ƁേyƠໃŽౡ

ƶƛいますc੹ታෆい೘ຎƝƌƛƤb་ఙᆒ඼

ࣴ๖౦ƜƤ �����፭ᎬĮ�ႩīଈbǖǤǺȔ

のሻ౱ਸƨධࡿのȂȔǏバǢーᇱ୦့の৑࿾

ƀƾb�ǾǣǸǤǸーȋ�ƝいŻb本኎ƝƤᇠ

の኎๶を઄ኃཨƠౚŻƈƝをႡƶまƌた̻c

Īeಛಓ体に໴する؞؄׮נのඡੳ
�����፭ᎬĮ�Ⴉīଈ��႘bຳኃ൶ಛಓப

ทઅ୰ኃࡿᆪ൅ตঊ዆f෗ఔঊዿ෮ුಬƤb

�དሑ୰੢ཆ໲Ơſけǀ२೟ǺȔǤȌンǳƠ

৘すǀධࡿǍンǜーǳ調査ଅऐ�ਸƨ�དሑ୰

੢ཆ໲Ơſけǀ२೟ǺȔǤȌンǳ໴పƠ৘す

ǀ೘ຎಈ፯ആ�̼を୰ᅳƌまƌたcƈのŻƖ๶

ೄƜƤb�����፭Ꭼĭ�Ⴉ �� ଈ �� ႘ƀƾ၍

Ⴉ �� ଈ �� ႘まƜのৼ৖Ɯbཆ໲ਊኟやདࡰ

ต့をணፄのඑbኅఢࡡƠཬഞƌた ��� のဒ

ၗᆒଡਸƨ౦તྎ໠ƀƾbࡴᄤபทᆪ኷Ơ໔

すǀࡴᄤධのධࡿ ������ ෗�ŻƖඛઌධࡿ

������ ෗bᅋඛઌධࡿ ����� ෗�を໴ඉƝƌ

たǍンǜーǳ調査をಲ౮ƌb������ ෗�ŻƖ

ඛઌධࡿ ����� ෗bᅋඛઌධࡿ ����� ෗b႞

ዿ૛໺ኅषး ��෗�ƀƾのषးをष೭ƌまƌ

たcƈのǍンǜーǳƤbǖǤǺȔを৞Ƶධ඘Ơ

ſけǀ२೟ǺȔǤȌンǳƠƙいƛbདሑ୰੢

ཆ໲Ơſけǀᄇภඡੳやධ඘のၟ྇bያሻfश

ଂのたƶの೘ຎƠ৘すǀႡಡ့ƠƙいƛොƢ

たƷのƜすcƈƈƜƤǖǤǺȔƠ૒ǀ調査ଅ

ऐƠƙいƛbࡴᆪをᄌෲƌƛごൾऴƌますc

まƏb過去ĪႩ৖ƠषးೄಛිƁǖǤǺȔ

を೥けた�೥けたƝশƍた�ƈƝƁŷǀƀොƢた

Ɲƈǂb����²Ɓ�೥けたƈƝƁŷǀ�Ɲष

答しました。 この結果を年代別で分析すると、

ĩ 大阪府寝屋川市「職員の名札リニューアル・ビジネスネームの導
入」�JVVRU���YYY�EKV[�PG[CICYC�QUCMC�LR�QTICPK\CVKQPA
NKUV�UQOW�LKPLKUJKVUW�LKPLKVCPVQ�������JVON������ႩĬ
ଈĨ႘॰Ⴁ�

Ī 総務省「地方公共団体における各種ハラスメントに関する
職員アンケート調査結果及び各種ハラスメント対策に関す
る取組事例集の公表」 （JVVRU���YYY�UQWOW�IQ�LR�OGPWA
PGYU�U�PGYU���I[QUGK��A���������JVON） （2025 年ī月
30 日確認）
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カスハラの具体例

・ 身体的な攻撃 （暴行、傷害等）

・ 精神的な攻撃 （脅迫、中傷、名誉棄損、侮辱、暴言、土下座の要求等）

・ 威圧的な言動 （大声で責める、反社会的な者とのつながりをほのめかす等）

・ 継続的な（繰り返される）、執拗な（しつこい）言動 （頻繁なクレーム、同じ質問を繰り返す等）

・ 拘束的な言動 （不退去、居座り、監禁、長電話等）

・ 明らかに業務内容と関係のない顧客等からの言動
（セクハラ、プライバシーの侵害、個人の属性に関する言動等）

Ä෨ᅳĩaǖǤǺȔƣભ໲፯
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௻Ʒ໣Ƅ�೥けたƈƝƁŷǀ�ƝषးƌたのƤ

�� ༉Ɯ ����²b಑Ơ �� ༉ऀࡒƜ ����²b

�� ༉Ɯ ����²ƝいŻവƝƟƿまƌたc၍ዻƠb

ᆪ኷ᇠƠᇀืƌたƝƈǂb�೥けたƈƝƁŷǀ�

Ɲषးƌたআ஽Ɓ௻Ʒ໣いᆪ኷Ƥஃ報ஃྐƜ

����²b಑Ơ२೟Ⴉઞᇱ଩৘૒Ɲᆵ౵ಈኃസ

Ɓ၍ጴƜ ����²b୅့ฺັ୵Ɓ ����²ƝいŻ

വƜ໣ƄƟƿまƌたc

ǖǤǺȔを೥けǀƂƘƀけƝƟƘたጫዡƠ

ƙいƛb௻Ʒআ஽ƁஸƀƘたのƤ�பทǠーǾ

Ǥのጦዿೄf೘ࢂ๐のᆊተのƤけ୵fଓƁƾƐ�

Ɯŷƿbƒのআ஽Ƥ ����²Ɯƌたc಑いƜb

�பทǠーǾǤのጦዿೄf೘ࢂ๐のฑဗƠ໴

すǀጫशᆊ໑�Ɓ ����²b�பทǠーǾǤのጦ

ዿೄf೘ࢂ๐のপ࡫い�Ɓ ����²Ɲ໗Ƃまƌ

たcƟſb�ັ୵໴ࣤやဃᎭ໴့ࣤƠſけǀධ

ኃඑのȊǤ�bƙまƿධࡿの໴ࣤƁࢀࡴƝƟƘ

たআ஽Ƥ ����²ƠƝƞまƿまƌたc

೥けたǖǤǺȔのၾዴƠ৘ƌƛb௻Ʒআ஽

ƁஸƀƘたのƤ�૫໗࿨Ɵ�ૅƿᇪƊǁǀ�b

಩ᝏƟ�ƌƙƈい�ସ၌�ᆇᄣƟクȗーȋb၍

ƍಱኴをૅƿᇪす့��Ɯ ����²b಑いƜ�࡚

࿨Ɵସ၌�་ฤƜ฽ƶǀbᄗೂव࿨ƟೄƝの࠽

ƙƟƁƿをưのƶƀす့��Ɓ ����²b�ย්

࿨Ɵ஌ૼ�੸ჱbཨോb኎ዮ৾ໟbᆤඵbሯସb

ဘऀ௶のጅਿ့��Ɓ ����²ƝƟƿまƌた�෨

ᅳĪౄ൴�c

ǖǤǺȔを೥けたƈƝƠƽǀ඾ිƭのࢬ੽

をƴǀƝb�ယƿやᆊተbᆊࡊƟƞをশƍた�

Ɓ ����²Ɲ௻ƷஸƄb಑いƜ�౗ಈƠ໴すǀ

ግやภౌตƁ࿃ऀƌた�Ɓ࡝ ����²b�ኂǁƟ

ƄƟƘた�Ɓ ����²ƝいŻവƝƟƿまƌたc

ƒのưƀƠƷb�౗ಈを਷ƵƈƝƁໃŽた��ྫྷ

ƌたƿᆴዄをƌた�ƝいƘたषးƷŷƿbǖࢇ

ǤǺȔƤ໴ࣤすǀධࡿの඾ිや౗ಈƭのȍǬ

ȄーǢȒンƠ໴ƌb൛Ɵƀƾơࢬ࠵੽をይŽ

ƛいǀƈƝƁᇀƀƿますc

īeဪੜဒؓ״׮נ՛Ք׽بؖ׮؞؄ሻ

౱ඞ፯に֣փ֥

ဪੜဒƤbೂव๺໲ƜǖǤǺȔのሻ౱を෨

ƿbǖǤǺȔのƟい୰ฝƜಏ໗ईႷƟೂवの

ಲଵをኬ౪すƈƝをኬ࿨Ơb�����፭ᎬĮ�Ⴉ

īଈĨ႘ᆋけƜ�ဪੜဒǖǤǪȉーfǺȔǤȌ

ンǳሻ౱ඞ፯ ࡒ��⁴ �ऀඞ፯�ƝいŻc�を౮

பƌまƌたcƈのඞ፯のၾዴƠƙいƛb၍ƍƄ

ဪੜဒの�ǖǤǪȉーfǺȔǤȌンǳのሻ౱

Ơ৘すǀ౪෕�ǗǏǴȔǏン�⁵�をౄணƠൾऴ

ī 東京都産業労働局「東京都カスタマー・ハラスメント防止条例」
（JVVRU���YYY�JCVCTCMW�OGVTQ�VQM[Q�NI�LR�RNCP�MCUWJ
ara_jourei/index.html） （2025 年Ĭ月Ĩ日確認）

Ĭ 東京都産業労働局「カスタマー ・ ハラスメントの防止に関
する指針（ガイドライン）」 （https://www.hataraku.metro.
VQM[Q�NI�LR�RNCP�MCUWJCTCUJKUJKP�KPFGZ�JVON） （2025
年Ĭ月Ĩ日確認）
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ƌますc

まƏbඞ፯༌ĩඞ༌Ĭ஼ƠſいƛbǖǤǺȔ

を�Ғ୔ਰ့ƀƾ೰઄ೄƠ໴ƌbғƒの઄ኃƠ

৘ƌƛபǄǁǀེƌいኒᎱபࡡƜŷƘƛbҔ

೰઄ৄ੩を॔すǀƷの�ƝƌbƈのҒƀƾҔま

ƜのጅຍをすƮƛተたすƷのをǖǤǺȔƝ࿊

ਟƌƛいます�෨ᅳīをౄ൴�cただƌbすƮ

ƛተたƊƟい඘஽ƜŷƘƛƷbғƒのƷのƤ

૔ሓ့ƜശᄋƊǁǀईႷตƁŷǀƈƝbまたb

ኁሓƠৰƚƂໟ॔ჟൌษਿをƊǁǀईႷตƁ

ŷǀƈƝƠጽ࡝ƁᅢጅƜすcಛಓ໲Ơſいƛ

ƤbபทǠーǾǤ࿓੝のະ೚ሑƜŷǀഉኁや

ਢࡿƤ�୔ਰ့�bဒၾのேの৿৘やಛಓ໲ධ

Ƥ�೰઄ೄ�ƠဴたǀƝƌƛいますcࡿ

ƈŻƌたǖǤǺȔƠƙいƛbඞ፯༌īඞƜ

Ƥ�ः෗Ʒbŷƾƻǀ඘ƠſいƛbǖǤǪȉーf

ǺȔǤȌンǳをபƘƛƤƟƾƟいc�Ɲbபࡡ

のઔ౱をਊ࿊ƌƛいますcඞ፯Ơſいƛbƈの

ઔ౱ਊ࿊Ơ࡫ᄗƌた඘஽のᄋ໋ਊ࿊Ƥŷƿま

ƐǈƁb๶ഠのƝſƿ૔ሓ့ƠৰƚƄശᄋの

ईႷตƁŷǀƈƝbまたbǖǤǺȔƤ။Ƅ෗を

ോƙけǀだけƜƟƄb൒ᆀやǠーǾǤの࿓੝

を೥けǀৄ੩やಈ઄の૫໗Ơࢬ࠵੽をਸƱす

ƷのƝƌƛb଼yのಈ઄ೄだけƜƟƄೂव๺

໲Ɯ໴ࣤすǀᅢጅƁŷǀƈƝƀƾbઔ౱をነ

ಘすǀƈƝƠƽƿǖǤǺȔをጌ౱すǀ୲ऐを

ଣ௔ǈƜいǀƝƌƛいますc

またbǖǤǺȔの༉ᅳ࿨Ɵபࡡ፬૙Ɲƌƛb

Ғ୔ਰ့のጅਿၾዴƁ໩ဴตをଁƄbғ୔ਰ

့のጅਿၾዴの໩ဴตƠƀƀǄƾƏbጅਿを

ಲଵすǀたƶの೚ཌf໺ዻƁ࡫ሓቦƤೂवྫྷ

ႪඑᆊະࣤƜŷǀbҔ୔ਰ့のጅਿၾዴの໩

ဴตƠ൴ƾƌƛbጅਿをಲଵすǀたƶの೚ཌf

໺ዻƁೂवྫྷႪඑᆊະࣤƜŷǀbのĪ࿾をੑ

Ƈƛいますcただƌb೰઄ೄの઄ኃၾዴƠƽƘ

ƛ୔ਰ့ƝのไƌሑƁࡣƟǀƈƝやbಲ఑Ơ

ᄇภƌた଼ᇠಈࡎのඡੳ့ƠƽƘƛᄕཉƁࡣ

Ɵǀ඘஽ƷŷƿၜǀƈƝb࿓ಘƌたபࡡ፬૙

Ƥ଺࿊፿ੑƜƤƟいƈƝƠጽ࡝ƁᅢጅƜすc

इŽƛbඑ਋ƠဴƛƤまƾƟいฝဴƟクȗー

ȋƤb઄ኃू๷やǠーǾǤ୶එƠƙƟƁǀƷ

のƜŷƿbᆊဴƠฑ଺ƊǁƛƤƟƾƟいƈƝb

またb୔ਰ့のཨƠƤඏƁいのŷǀሑƟƞ஽ጫ

࿨ვፄƁᅢጅƟ෗ƷໜఓすǀƈƝƠƷጽ࡝す

ǀᅢጅƁŷƿますcƊƾƠಛಓ໲ƠſいƛƤb

ഉኁƀƾのጅਿ့Ɓഉኁのภ኏やఖౌƠ৘Ǆ

ǀኴ༎をგ૤Ɲすǀ඘஽ƁணŽƾǁますcƒ

のたƶb፯Žƥภঊᇱ୦ฑဗƠſけǀጅᇱ୦

ೄƭの໴ࣤやb୰੢ፍઞ့の྇೭のଵ඘Ɵƞb

ƒǁƓǁのଵ඘のၟಱをഋᇀƠணፄのඑbǖ

ǤǺȔƠड़ဴすǀƀƞŻƀをᄕཉすǀᅢጅƁ

ŷǀƝƌƛいますc

ඞ፯ƜƤb୔ਰ့や೰઄ೄbಈ઄ೄƠƒǁƓ

ǁの฽ኃをಏƙƽŻ࿊ƶƛいますc་まƀƠ

Ƥb୔ਰ့ƠƤǖǤǺȔをபƘƛƤƟƾƟい

ƈƝb೰઄ೄƠƤ୔ਰ့のଚጦをໞഓのඑbǖ
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ǤǺȔのሻ౱ƠဖƶƟけǁƥƟƾƟいƈƝƝ

ƌƛいますcಈ઄ೄƠ໴ƌƛƤb೰઄ೄƁǖǤ

ǺȔを೥けた఑ƠƤ೰઄ೄのࡊ๺を໒やƀƠ

॰ᇱすǀƈƝbǖǤǺȔをபƘた୔ਰ့Ơ໴

ƌƛᅢጅƀƙ࿪โƟຂམを஬ƏǀƈƝƠဖƶ

ƟけǁƥƟƾƟいƈƝをਊ࿊ƌƛいますc

ƈのඞ፯のฑ࿊を೥けb໣ቒfဥƌƼདࡰの

ಛಓ໲ƠſいƛƷbධࡿƭのǖǤǺȔሻ౱Ơ

৘すǀሑ෕やb໴ࣤȉǶȐǍȖのప࿊့の೘

ຎƁஃƁƿƤƍƶƛいますc

５eַ؞؄׮נの໴ࣤ፯

౶たƖƁ႘ඛ઄ኃのཨƜǖǤǺȔƠྞኜƌ

た඘஽bƞのƽŻƠ໴ࣤすǁƥƽいのƜƌƼ

ŻƀcƈƈƜƤbいƄƙƀのಛಓ໲Ɓఢถƌた

ȉǶȐǍȖ့をౄணƠbǖǤǺȔƭの໴ࣤ፯

をĪƙごൾऴƌますcॉƊǈのධ඘Ơſけǀ

໴ࣤのౄணƝƟǁƥஂいƜすc

ƷƌƀƌたƾbॉƊǈのධ඘ƠſいƛƷ�໴

ࣤȉǶȐǍȖ�のƽŻƟƷのƁ৻ƠఢถƊǁ

ƛいǀƀƷƌǁまƐǈc�ȉǶȐǍȖのໜఓƤ

ཐƘƛいǀƁbၥǈだƈƝƤƟい�ƝいŻሑƤb

ǖǤǺȔやƒǁƠ፬すǀபࡡ�ᆊဴጅਿ့�Ɓ

ŷƘた఑bƞのƽŻƠ໴ࣤすƮƂƀಈ๶Ơ॰

ႡƌƛſƄだけƜƷbいƋƝいŻƝƂƠಛම

をಏƘƛb፰อƀƙ࿪โƠ໴ശƜƂǀƽŻƠ

ƟƿますcȉǶȐǍȖをࡴၥすǀƈƝƤb໴ࣤ

Ơſいƛ඾੫いଢ଼ǂരƝƟǀƤƏƜすc

ƟſbǖǤǺȔƀƒŻƜƟいƀƤbƒのඡੳ

ƠƽƘƛᄕཉƁᇀƀǁǀ඘஽Ɓŷƿますcƒ

のたƶb໴ࣤƁ௘ႍだƀƾƝいƘƛb࡟ࡊƀƙ

ሑ࿨ƠǖǤǺȔƝଂƶƙけƟいƽŻbഋᇀࡴ

ጽ࡝すǀƈƝƁਿƶƾǁますcまたbǖǤǺȔ

ƭの໴ࣤƠŷたƘƛƤbຎදƝƌƛࡴ৓ตの

ŷǀ໴ࣤをƝǀたƶƠbಛᇀƧƝƿƜᄕཉƐ

ƏbᅢƏඑ౜Ơඡੳを報告ƌb໴ࣤሑ෕Ơƙい

ƛະཎƌまƌƼŻc

（１）対応者を孤立させない

ǖǤǺȔƠ໴ࣤすǀධࡿƤb໣་Ɵย්࿨

ǤǳȗǤを೥けますcၟƠbಛᇀƧƝƿƜ໴ࣤ

ƌƟけǁƥƟƾƟい඘஽ƤƟſƊƾƜすc

፯Žƥb໴ࣤଢ଼Ơ�ſᅀǁƊま�や�་ᇥだƘ

たƢ�ƝいƘた᎕いのସጃをƀけǀƈƝƜb໴

ࣤೄƠ�ŷƟたƤƧƝƿƜƤƟい�ƝいŻਂಏ

Ɩを࿿ŽǀƈƝƁƜƂますcまたbັ୵Ɯŷǁ

ƥᆷ෾෗Ɯ໴ࣤƠŷたǀbဃᎭƜŷǁƥ໢の

ධࡿƝ༉ǄǀƁǄǀ໴ࣤすǀƟƞbၟ࿊のධࡿ

Ơᆟ༶ƁആཨƌƟいƽŻვፄすǀƈƝƷዛ୲Ɯ

すcਁ๹Ɲƌた໴ࣤをすǀධࡿƠ໴ƌbඑ౜Ɓ

ጫशƝ౫࣍のౣฒをಘすƈƝƷᅋඛƠഓጅƜ

すcƈのƽŻƠbຎදƁࡴ໲ƝƟƘƛǖǤǺȔ

Ơ໴ࣤすǀ໲ฑをธŽǀƈƝƁbධࡿをୁጵƊ

ƐƟいৄ੩ƚƄƿƠƙƟƁƿますc

（２）対応の打ち切りをルール化する

ƈƖƾƁ๊ነƌƛいǀƠƷ৘ǄƾƏb၍ƍ

ၾዴの೗྅やጅਿƁःဗƷૅƿᇪƊǁたƿb

ƒǁƁྙಐ৖ƠǄたƿ࿶्ƊǁたƿすǀƈƝ

ƁŷƿますcယኔƿฤやሯସƟƞ࡚࠽࿨Ɵସ

၌を೥けǀƈƝƷŷǀƜƌƼŻc໴ࣤすǀධ

Ƥ໣་Ɵಐ৖Ɲ᎕፛をᅉやƌbย්࿨Ơᅀࡿ

ᇔすǀだけƜƟƄb໢の઄ኃのුྜྷƠƷ౫ඏ

ƁഞƛƌまいますcƒǁƁᎌ႘໗ƄƝbධࡿの

਷ධや༄ධƠƙƟƁƿbଁࡿƁภƍǀƈƝƜ

ᆪാ๺໲の઄ኃƠࢬ੽Ɓਸƫ੮ǁƷŷƿますc

ƈŻƌたபࡡƠ໴ƌb፯Žƥºᇀࡒඑŷǀ

いƤºषࡒඑ၍ƍၾዴの೗྅ƁૅƿᇪƊǁǀb

ቦƤሯସやᆊဴƟጅਿ့ƁŷƘた඘஽Ƥ໴ࣤ

を໫ƖโǀbƝいŻƽŻƠbධ඘のȖーȖƝƌ

ƛ໴ࣤ໫Ɩโƿのৰമを็けǀƈƝƁዛ୲Ɯ

すc৤೚ଡࡴ৘౦Ƥb�����፭ᎬĮ�ႩĩଈƠ

ప࿊ƌたȉǶȐǍȖ ⁶Ɯ�ඛ೺࿨Ơ၍ƍபࡡを

ૅƿᇪす୔ਰƠƙいƛƤ��ᇀ࿘ဗ�を໴ࣤಐ

৖の଺ဗƝ࿊ƶƛいますcȖーȖँすǀƈƝ

ƜbƒǁまƜྙಐ৖の໴ࣤを੫いƾǁƛいた

ධࡿƤ�໫ƖโƘƛƽい�ƝいŻᄕཉƁƜƂǀ

ĭ 岩手県一関市 「一関市不当要求行為等対応マニュアル」
(https://www.city.ichinoseki.iwate.jp/index.cfm/7,
179847,c,html/179847/20250225-194118.pdf)
（2025 年Ĭ月 23 日確認）14 ɾoɴ.037　ȝ202ȴ.ȝ7
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Į 東京都産業労働局 「TOKYO ノーカスハラ支援ナビ」 （JVVRU���YYY�PQEWUJCTC�OGVTQ�VQM[Q�NI�LR�EWUVQOGTAJCTCUUOGPV�）
（2025 年Ĭ月 16日確認）

ƽŻƠƟƿbย්࿨ᆟ༶の་ᆳƟ૴ଲƁৼ໸

ƜƂますc

（３）警察への相談や通報を躊躇しない

፯Žƥb་ฤをඑƇǀb৹を༣ƄƟƞƌƛጅ

ਿをኅጫƠƜƷྫྷƒŻƝƌた඘஽Ƥ�࡚፛઄

ኃሪ॔క�ƟƞbǖǤǺȔƤሓጳƠ࿑඲すǀई

ႷตƁŷǀபࡡƜす�෨ᅳĬౄ൴�c

ಛಓ໲ƠſいƛƤbƒŻƌたபࡡƁያৼƊ

ǁǀ඘஽やbಲ఑Ơபࡡを೥けた඘஽ƜƷb૳

ళƭのະཎやྫྷ報をたƶƾƘƛƌまいƁƖƜ

すcƒǁƤb�૳ళƭະཎやྫྷ報すǀưƞのƈ

ƝƟのだǂŻƀ�ƝいƘたኒいƀƾภƍǀƷ

のƀƝணŽƾǁますcƌƀƌbǖǤǺȔƠ໴ƌ

ƛƤຎදƝƌƛਁ๹Ɲ໴ࣤすǀౣฒをಘすƈ

Ɲbまたbධࡿを೙ǀたƶƠbሓጳƠ࿑඲すǀ

பࡡƁŷƘた඘஽ƠƤ໌௶Ơ૳ళƭ ��� ᄮྫྷ

報すǀƝいŻ࡝ಡƁᅢጅƜすcƟſbྫྷ報Ơ౼

ǀಈ໺ƁያৼƊǁǀ඘஽Ƥbಈ๶Ơ૳ళƭະ

ཎのŻŽᎌૢをࡕጘƌƛſƄƈƝƁዛ୲Ɯすc

６e։׎りに
ǖǤǺȔƠ໴ƌƛƤb଼෗だけƜƟƄbຎද

๺໲Ɯਁ๹Ɲƌた໴ࣤをƌƛいƄƈƝƁᅢጅ

ƜすcၟƠຎදƠſいƛƤbǖǤǺȔሻ౱౪෕

をฑ࿊すǀƟƞbධࡿをǖǤǺȔƀƾ೙ǀƝ

いŻ੫いౣฒを໴॒࿨Ơነ॰Ơಘƌbભ໲࿨

Ɵ໴పƠูઇ࿨Ơ೘ƿຎƵᅢጅƁŷƿますc

ただƌbૅƿᇪƌƠƟƿますƁb໴ࣤƁ௘ႍだ

ƀƾƝいƘƛ࡟ࡊƀƙࡴሑ࿨ƠǖǤǺȔƝଂ

ƶƙけǀのƜƟƄbƒのඡੳƠࣤƍƛ඿ഓƠ

ᄕཉすǀᅢጅƁŷƿますcまたbฝဴƟ࡝ଣや

ጅሰをǖǤǺȔƠᄇ࿶ƊƐƟいƽŻbਂをࢂ

Ƃ࿙ƶƛ઄ኃƠ፣ƵƈƝƁਿƶƾǁますc

౶たƖಛිƷධ඘Ơſいƛb࡙༛Ɵƞ೘ࢂ

๐Ɲの৘૒ƀƾǖǤǺȔをபŻጵ඘ƠƟƿၜ

ますcまたbධ඘をጱǁǁƥࡴ୔ਰのጵ඘ƠƟ

ƿますcƒの఑ƠƤbოいᆾ๐やࢃඳ࿷့Ɯ။

ƄሑyƠ໴ƌƛbǖǤǺȔƠŷたǀƽŻƟସ

၌をƌƟいƽŻഋᇀ཯࡝ƌb༱ƷƁࡊ඾ƌƛ

။けǀೂवのಲଵをኬ౪ƌƛいƂまƌƼŻc

15ɾoɴ.037　ȝ202ȴ.ȝ7
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罪名（刑法）犯罪に該当しうる行為等（例）
脅迫క（૔ሓ222ඞ）ᆾをहす、సすとい֢֞ᄇ言にׇる脅しՓ㕱

名誉ᖌ損క（૔ሓ230ඞ）（名誉ᖌ損的言ಝ（こと֯）をᄔօ）大声でのᛒই、Ⴧ声、暴言の繰り返しՓ㕲

侮辱క（૔ሓ231ඞ）（侮辱的な）大声でのᛒই、Ⴧ声、暴言の繰り返しՓ㕳

මዿᖌ損క
（૔ሓ233ඞ）

（੓ਔのᆭ๊のጺᆑቦ֮ਔ૱をዿい֞）ԢԝԢのဨஜでಛಓ体のමዿをᖌ損さ֚

る行ࡡՓ
㕴

ਔ૱業務ሪ害క
（૔ሓ233ඞ）

長ಐ৖の電話Փဗഓなる電話Փಐ৖の拘束、業務に౫ඏをਸֻす行ࡡՓ

頻繁に጖ྃし、֜のဗにクレームを行օՓᆷ෾ᆪാにֽ֞がるᆷ෾षのクレームՓ

大声、暴言で執拗にן؏レー״ーを責めるՓ

㕵

威፛業務ሪ害క
（૔ሓ234ඞ）

ྃ಻内で大֌な声をց֑֥ལെをጞすՓ

大声でのᛒই、Ⴧ声、暴言の繰り返しՓ

脅迫的な言動、反社会的な言動Փᆾをहす、సすとい֢֞ᄇ言にׇる脅しՓ

㕶

௲ਛక（૔ሓ246ඞ）言いがかりにׇるઞ๲要求（ਛᰄ行ࡡӲ人をਛ֎・‿す行ࡡӴ）がᄔօׁの）Փ㕷

不同׎࡝い֚つక
（૔ሓ176ඞ）

ഌ業ַࡿの׎い֚つ行ࡡ（暴行ቦ֮脅迫がᄔօׁの）Փ㕸

ଔ່ᆾ侵ႚక
（૔ሓ130ඞ）

ಈ務സ（ᆕད内）ַの不ሓ侵ႚՓ

ฝဴなጫዡのない業務׮؏ーַ׮のጵ֠ႚりՓ
㕹

不退去క（૔ሓ130ඞ）ࡴ࿊ಐ৖をྖևる長ಐ৖の拘束、居座りՓӻӺ

֍ ׁ օ
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Ĩe֮֗׀に
୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄ƝᇍƄƝƞのƽŻƟǏ

ȌーǣをಏƖますƀc୰ኃࡿƤᆱ઄f଍઄を

ฑ଺ƊǁƛいǀbഉኁƀƾጫशƁၜƾǁƟい

ƝいŻǏȌーǣƁ੫いのƜƤƟいƜƌƼŻƀc

ಲ఑ƠƤর๺Ơฑ଺ƊǁƛいǀǄけƜƤƟƄb

ධ೟ƟƞƠƽƘƛಲ౮すǀƈƝƁईႷƜすc

またbઝႩbಛಓ໲Ơſけǀ෗ఔ๗ጸの౮ప

ƝƌƛƷଙ၀Ɗǁƛſƿbௗଢ଼४་ƌƛいƄ

ईႷตƁŷƿますc

�����፭Ꭼଭ�ႩဗƠဴ調査वƜƤ�୰ኃࡿ

のᆱ઄f଍઄Ơ৘すǀ調査研究⿤ධࡿのǤǘ

ȖǍッȂb෗ఔ๗ጸbདࡰ஭ଝの୻ഩৄをኬ౪

ƌƛ⿤ऀࡒ��b�๶ष調査研究�ƝいŻc�調

査研究をಲ౮ƌまƌたc๶ष調査研究ƜƤbᇌ

ଝ調査や๐ුಈ፯b໣ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲や

ධࡿbഉኁƭǍンǜーǳをபいbධࡿbபทb

དࡰのĪƙの৑࿾ƀƾ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄の

ŷƿሑƠƙいƛ࿓ସを報告書ƠまƝƶƛいま

すc

本ஜƜƤbಛಓ໲ǍンǜーǳやශたƟ೘ຎ

ಈ፯を調査すǀƈƝƜb๶ष調査研究ƀƾの

ᇥँƠƙいƛごൾऴいたƌますc๶ष調査研

究ƜƤདࡰঊตँƠಃすǀƷのƠ஠Ƙƛ調査

研究をபƘƛいますƁbೂव࿨ƟᇥँƷ৕ƴ

ƛbᆱ઄f଍઄のᎲをࢪጦ৫઄まƜஃƇƛいǀ

ಈ፯を೘ƿඑƇますc

ᆱ઄f଍઄Ơ৘すǀඈ఍ƟၾዴƠ৘ƌƛƤb

๶ष調査研究報告書をဴ調査वǑǒȁǠǏǳ̿�

Ɯ୰्ƌƛいますのƜbฏᅋごࡴၥƄだƊいc

ĩeᆱ઄Ք଍઄のਊ࿊

（๶ष調査研究ሇெി༌㕲ൻౄ൴）
ேऌ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄Ƥேऌ୰ኃࡿሓ�༌

��� ඞb༌ ��� ඞ�Ɯਊ࿊Ɗǁƛſƿb෗ಈ

ᄗሻ౱ǺンǴȁッ࡫Ɓ୰ᅳƌƛいǀ�ਟኃࢇ

クーᆴኃਊጳのᇱಏのたƶƠー�̻ Ɯಈ፯Ʒ

৞ƶৰമƁൾऴƊǁƛいますc

Ơſけǀᆱ઄f଍઄Ƥདࡿሑbདሑ୰ኃࡴ

ሑ୰ኃࡿሓ༌ �� ඞƜਊ࿊Ɗǁƛいますcேऌ

୰ኃࡿƝࡣƟƿb႞኏ଚೄの੔ईをၜǀƈƝ

Ɯᆱ઄f଍઄ƁईႷƝƟƿますcಛಓ໲Ơ

ƽƘƛၤಛのǗǏǴȔǏンや౪෕を็けƛい

ǀǜーǤƷŷƿますƁb໣ƄƤேऌ୰ኃࡿの

公務員の副業 ・兼業に関して～調査研究のその後について～

調査課　川端　健太郎 （八王子市派遣）

16 ɾoɴ.037　ȝ202ȴ.ȝ7

かゆいところに手が届く !

Ĩ 東京市町村自治調査会「公務員の副業・兼業に関する調査研
究報告書」(https://www.tama-100.or.jp/0000000900.html)
（2025年Ĭ月16日確認）

ĩ 人事院「服務・懲戒制度」（JVVRU���YYY�LKPLK�IQ�LR�UGKUCMW�
kinmu/fukumu_choukai.html）（2025年Ĭ月16日確認）

Ä෨ᅳĨa୰ኃࡿƣᆱ઄f଍઄Ơ৘Ǝǀྔ௮ଞ੄ሇெി

¢ഞ࿳£୰ࢽఖཆሓ෗aဪੜ౦ྎ໠ಛಓྔ௮व
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ৰമƠമƍƛ୰ࢽตƁஸいདࡰ஭ଝঊ၌を໴

ඉƝƌƛいますc፯をੑƇǀƝb᎕ኃ့の໴

अの࡝ታ஽いをಏたƟい೅፵ƟƞƠŷたǀb

研ೲ஬౧や಩ᅤbདࡰの੤ਢवƟƞの࡙ࡿや

൯ሻཆbࢪጦを೗ኬ࿨ƝᄕཉƊǁƟいᄧࡗƜ

のႺ઄やᆊ၌ౌ઄ƟƞƁŷƿますcまたb੔

ईのጅଉƝƌƛධ඘Ɯの෗ಈᅴअƁࡴ࿊ࡒඑ

ƜŷǀƈƝƟƞb઄ኃƒのƷの॒ࡒƠƷৰമ

を็けƛいǀǜーǤƷŷƿますcƈのƽŻƠb

ಛಓ໲ごƝƠᄕཉৰമƁᇀƀǁǀƈƝƷŷƿb

੔ईƊǁǀධ೟や઄ኃၾዴƠŷたǀƀƟƞをb

സ໔ƌƛいǀಛಓ໲Ơ॰ႡすǀᅢጅƁŷƿま

すc

またb本઄॒ࡒƠ౗ಈをಏƙƈƝをᆱ઄ŷ

ǀいƤ଍઄ƝସǄǁƛいますƁbሓ፭එの࿊

ਟƤŷƿまƐǈcᆱ઄Ɲ଍઄の࡫いƠƙいƛ

Ƥഞ࿳ଭƠƽƘƛࡣƟƿbᆱ઄Ɲ଍઄をưƱ

၍ዻの࡝ታƝƌƛౚዿƌƛいǀ඘஽Ʒŷƿま

すcƒのたƶb本ஜƜƤࢂዿƟƞをൊƂb�ᆱ

઄f଍઄�Ɲᅳ਋ƌますc

Īe๶ष調査研究֊׈のೂव的なᇥँ

に֣փ֥
༌ ��� षேवƠſけǀุჅၾॷຳጫ་෍౮

ทሑ෕࣏ �๊�����፭ᎬĮ�ႩĨଈ��႘ॷਢ

ଂ࿊�Ơſいƛbདሑ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄の

཈፛ँƁସਸƊǁƛいǀƽŻƠbઝႩのೂव࿨

Ɵᇥँをგ૤ƠዻyƟଙ၀ƁƟƊǁƛいますc

དሑ୰ኃࡿƠ৘ƌƛƤຳኃ൶の။Ƃሑᇀऎव ̼

Ɯଙ၀ƁபǄǁƛいますƁb本ஜƜƤೂव࿨

ƟᇥँƠƙいƛᇀƀƿやすƄ਋ఐƊǁƛいǀb

෗ಈࢇの෗ಈபทಂኴवਢ ⁴のवਢၾዴをৰƠ

ごൾऴƌますc

෗ಈபทಂኴवਢの௻೸࿓ସ�����ႩĪଈ

��႘�Ơſいƛbேऌ୰ኃࡿのශたƟ೗໲࿨

Ɵॺƨ౫࣍のĨƙƝƌƛ଍઄fᆱ઄૪ଫのଢ଼

ࣥƌƁੑƇƾǁƛいますc

वਢಃፍƠƽǀƝb೓いฌ༉ƤಛිのǘȎ

ȕǍをಛጳ࿨Ơ૛ถƌたいƝいŻ౨୶Ɓ੫Ƅb

ᆱ઄f଍઄Ơ໴すǀ࡝ግƷஸいƝƊǁƛいま

すcၾॷᆒƁಲ౮ƌた�ተ໑ဗfภঊのಱƠ৘

すǀ調査報告書 ���� ⿤पƁேの 9GNN�DGKPI

の၌୶⿤�⁵������፭Ꭼī�ႩĮଈ �� ႘�

ƜƤbᆱ઄f଍઄をಲ౮ƌƛいǀฝਊ୓ዿೄƤ

į²࿘ဗſƿbಲ౮࡝୶を৞ƶǀƝᄖ෾をྖ

ŽǀƝƊǁƛいますcƒŻいƘたǶーǥのஸ

まƿを೥けƛbኁ৖৫઄ƜƤ ���� Ⴉဗࡒவb

ᆱ઄f଍઄をႡƶǀ৫઄Ɓໃइƌƛいますc

ƈのƽŻƟጺǁを೥けƛbேऌ୰ኃࡿのᆱ

઄f଍઄Ʒଢ଼ࣥƌƌƛいƄƮƂƝの௻೸࿓ସ

ƁƟƊǁƛいますcདሑ୰ኃࡿƠ৘ƌƛƷbຳ

ኃ൶の။Ƃሑᇀऎवの૪過やุჅၾॷຳጫ་

෍の౮ทሑ෕๊࣏ƀƾၥƴ೘ǁǀƽŻƠbௗ

ଢ଼bฑဗf೫ጅ੢Ơࡴພ४་ƌƛいƄईႷตƁ

ŷƿますc

またb෗ಈபทಂኴवਢのवਢಃፍのཨƜb

୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄Ơ৘すǀ౦ኁ࡝ಡのࡴ፯

Ɲƌƛbဴ調査वの๶ष調査研究ƁঊዿƊǁ

ƛいますcဴಐの調査ƜƤb໣ቒfဥƌƼདࡰ

Ơఓഉƌƛいǀഉኁ ��� ኎を໴ඉƠபƘたǍ

17ɾoɴ.037　ȝ202ȴ.ȝ7

౦ࢢژொଜ࣏ࣗௐࠪձ　χϡʔεϨλʔ

Ī 総務省「社会の変革に対応した地方公務員制度のあり方
に関する検討会」（JVVRU���YYY�UQWOW�IQ�LR�OCKPAUQUKMK�
kenkyu/shakainohenkaku/index.html）（2025年Ĭ月16日確認）

ī 人事院「人事行政諮問会議」（JVVRU���YYY�LKPLK�IQ�LR�
EKXKNUGTXKEGJTOCFXKUQT[DQCTF�）（2025年Ĭ月16日確認）

Ĭ 内閣府「満足度・生活の質に関する調査」（https://www5.
ECQ�IQ�LR�MGK\CK��YGNNDGKPI�OCP\QMW�KPFGZ�JVON）（2025年
Ĭ月16日確認）

Ä෨ᅳĩaᆱ઄଍઄ǇႡƶƛŹǀ৫઄

¢ഞ࿳£ࡴᄤೂཆሓ෗႘቎૪అཆ໲ᎌ஽������
�ᆱ઄f଍઄Ơ৘ƎǀǍȞǜ|ǳྔ௮�
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ンǜーǳ調査Ɯ ����²Ɓ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄

Ơத࿊࿨Ɵषးをƌƛいますc

īe多ቒՔဥ֖׆地域ಛಓ体のᆱ઄Ք଍

઄に関するצبח՛׽ଅऐ
๶ष調査研究Ɲのᄾॵをኬ࿨ƠபƘたb໣

ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲のǍンǜーǳଅऐをࡴ

ᆪᄌෲƌƛごൾऴƌますcᇠထbဴ調査व

ǑǒȁǠǏǳ⁶Ɯ調査ଅऐࡴಠをૡఐƌƛい

ますのƜᇏƐƛご覧ƄだƊいc

◇副業・兼業に関するアンケート

調 査 対 象：多摩・島しょ地域39市町村

対 象 部 門：人事労務の主管課

調査基準日：2024(令和ĭ)年度末

調 査 項 目：前回調査研究と同様の内容

※前回調査と比較しやすいようアンケート結

果は下記表記で記載します。

【2019年度調査】

・ 前回調査研究

・ 調査対象期間：2015（平成27）年度～2019

（令和元）年度のĬ年間

【2024年度調査】

・ 本稿における調査

・ 調査対象期間：2020（令和ĩ）年度～2024

（令和ĭ）年度のĬ年間

（１）副業・兼業の実施数（設問ĩ）

෇ษଉ෾のຳ෾Ƥ���ଉ࿘ဗໃŽƛſƿb

ໃइ૓୶ƠŷǀƝସŽますc෇ษଉ෾ᇠだƝ

ħଉのಛಓ໲Ɓĩಛಓ໲ଲƿb���ଉࡒඑの

ಛಓ໲Ɓĩಛಓ໲ໃŽƛいますc

（２）定義や対象・範囲の規定の有無（設問ī）

18 ɾoɴ.037　ȝ202ȴ.ȝ7

Ä෨ᅳĪaᆱ઄f଍઄Ơ৘Ǝǀഉኁƣ࡝ಡྔ௮

¢ഞ࿳£୰ࢽఖཆሓ෗aဪੜ౦ྎ໠ಛಓྔ௮व�2019�
�୰ኃࡿƣᆱ઄f଍઄Ơ৘Ǝǀྔ௮ଞ੄ሇெി�

6 東京市町村自治調査会「かゆいところに手が届く！多摩・
島しょ自治体お役立ち情報」（https://www.tama-100.or.jp/
ECVGIQT[���������������������JVON）（2025年Ĭ月16日確認）

Ä෨ᅳīa�� ౦ྎ໠ƣᆱ઄f଍઄ƣ෇ษଉ෾�0����

Ä෨ᅳ５a���� Ⴉဗྔ௮ƠſƆǀ෇ษଉ෾ᇠ
�0����

Ä෨ᅳ６aᆱ઄f଍઄ƣ࿊ਟb໴ඉfᄧࡗƣਊ࿊ƣዛኅ
�0����
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����Ⴉဗ調査ಐƀƾᆱ઄f଍઄の࿊ਟや໴

ඉfᄧࡗのਊ࿊をශたƠ็けたಛಓ໲Ɓīಛ

ಓ໲ໃŽƛいますc

（３）ニーズ・関心の高まり(設問６)

෇ษ෾ƁໃइƌƛいǀƝಲশƌƛいǀಛಓ

໲Ƥīಛಓ໲ƀƾĩಛಓ໲ƝƟƘƛいますc

ሑƜǶーǥf৘඾のஸまƿをশƍƾǁƟいࡴ

ಛಓ໲Ƥ��ಛಓ໲ƀƾ��ಛಓ໲ƝƟƘƛいま

すcƈのĬႩƜශたƠኅൌのདࡰ஭ଝঊ၌Ʒ

৞ƶbਊ࿊fฑဗのଙ၀を्ౡƌた�ฑ࿊ƌ

た�ಛಓ໲Ɓĩಛಓ໲ŷƿまƌたc

ධࡿƠƽǀኴ஽ƐのະཎƤįಛಓ໲ƀƾİ

ಛಓ໲ƠໃइƌまƌたƁbഉኁƀƾのಱኴや

ጅሰƤ ���� Ⴉဗ調査ƀƾᇥँƁŷƿまƐǈƜ

ƌたcࡴሑƜਢवƜの৘ᎌಱኴƁŷƘたಛಓ

໲ƤĨಛಓ໲ƀƾīಛಓ໲Ơໃइƌƛいますc

（４）人材確保施策としての可能性(設問15)

ዓ೶Ɵ෗ఔ॰ᇱの೚ཌやධࡿంዿƠ૬Ɓǀ

೚ཌbጱධሻ౱の೚ཌ�ྙƄ။いƛƷƾŻたƶ

の೚ཌ�Ɲƌƛዛ୲ƜŷǀƝषးすǀಛಓ໲

ƁĨ⿤īಛಓ໲ໃइƌƛſƿb๺໲࿨Ơ෗ఔ

॰ᇱ౮పƝƌƛዛ୲ƝႡಡƌƛいǀಛಓ໲Ɓ

ໃइƌƛいまƌたcࡴሑƜb࿼ධのጅࢀƠƟǀ

ƝଖႪすǀಛಓ໲Ɓĭಛಓ໲ໃइƌƛいますc

（５）まとめ

໣ቒfဥƌƼདࡰ๺໲の෇ษଉ෾ƝƌƛƤ

��� ଉ࿘ဗໃइƌƛいますƁb२ಛಓ໲ƜƤ

Ƕーǥのஸまƿをಲশすǀưƞのໃइ૓୶ƜƤ

ƟいƽŻƜƌたcまたbධࡿやഉኁƀƾのኴ

஽ƐƠ৘ƌƛƤ་ƂƟᇥँƁଣƾǁまƐǈƜƌ

たƁbਢवƜの৘ᎌಱኴƤໃइƌƛいまƌたc

෗ఔ॰ᇱの౮పƝƌƛƷ๶षƽƿዛ୲ตを

ଣഞƌƛいǀಛಓ໲ƤややໃइƌƛいますƁb

ƒǁࡒඑƠ෗ఔጺഞをଖႪƌƛいǀಛಓ໲Ɓ

ໃइƌƛいǀƝいŻଅऐƁଣƛ೘ǁまƌたc

５e་ఙᆒのಈ፯

大阪府では 2024 （令和ĭ） 年ī月より、 営

利企業で有報酬による副業 ・ 兼業を行う際の

許可要件の明確化を行い、 職員の多様なニー

ズに対応できるよう取り組んでいます。
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Ä෨ᅳĮaධࡿƠſƆǀǶ|ǥf৘඾ƣஸƳƿ
�0���bᆷ෾षး�

Ä෨ᅳįa෗ఔ॰ᇱపƝƌƛƣईႷต
�0���bᆷ෾षး�
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（㕱）੔ईጅଉのነ॰ँの૪ࡦ

大阪府では2024年に、現行の組織・人員体

制が社会経済情勢や職員の状況などに合致

しているか、各制度が職員のやる気やスキル

アップにつながるものとなっているかといっ

た観点から、組織・人事給与制度全般について

点検を行いました。その結果、職員の多様化す

るニーズに対応できるよう、社会・地域への貢

献や自身のスキルアップを実現できる環境の

整備に取り組んでいく必要があると認識しま

した。

副業・兼業は近年の多様で柔軟な働き方へ

の需要の高まりや人口減少に伴う労働力の減

少等を背景として、民間企業において拡充さ

れてきています。このような背景を踏まえ、保

有資格の活用や、社会・地域への貢献、自身の

スキルアップなど、職員の多様化するニーズに

対応できる環境整備の一環として、営利企業

等の従事制限の許可要件について見直しを行

いました。

（㕲）ධࡿのಲ౮࡝୶

�����፭ᎬĬ�年度に制度改正等の検討にあ

たり、 職員の就業意欲やキャリアビジョン等の

参考とするために職員約 8,800 名を対象にア

ンケートを行いました （回答率約 68％）。

アンケートの中で副業 ・ 兼業の実施意向を

確認すると、 ����²の職員が実施の意向を

持っていることが分かりました。 実施意向のあ

る職員の中で実施したい理由として、 収入増

加のため�����²�、 スキル ・ 能力向上のため

�����²�、 新たな人脈構築のため����²�、 地

域貢献ができるため����²�、 副業で得た経験

を業務に活かせるため����²�という結果で

した。

（㕳）ነ॰ँ֖た੔ईጅଉのၾዴ

営利企業等の従事制限の許可要件について

は、図表İのとおり許可要件の基準を明確化

し、職員が安心して副業・兼業を行える環境を

整備しました。

（㕴）����年度ಲ฻

要件の見直しを行った 2024 年度の副業・ 兼

業の許可件数は 2023 年度と比較して増加して

おり、 許可された事例の中には、 塾講師や販売

員などがあり、 要件の明確化の際に例示した

業務での副業 ・ 兼業が行われていました。

（㕵）ଵඡ֦のड༎

制度自体や要件を見直したことが職員に浸

透していない点は課題に感じています。

今後、 職員アンケートなどを通じて、 利用し

やすい制度となっているかを分析し、 制度の

周知と定着を図るため、 周知の仕方などを工

夫していく予定です。

【許可基準の例】
f଍઄ಐ৖Ƥഃįಐ৖ࡒၾቦƤĨƀଈ��ಐ৖ࡒၾbまたઌኃಐ৖Ɓআƿවƾǁた႘ƠſいƛĨ
႘Īಐ৖ࡒၾのᄧࡗをྖŽƟいƈƝ

fମ໋Ɲƌƛb଍઄すǀಈ઄の฽႞ೄƝƟƾƟいƈƝ
f報അƁೂवྫྷႪඑະဴƝႡƶƾǁǀ࿘ဗをྖŽƟいƈƝaƟƞ

�ມ࿊Ɗǁǀ઄ኃ፯�
பทඨ༛ࡿbᆪঊ౪၏ࡿbജ஬౧bདࡰঊ၌や1$व့のዂࡿbǞンǾǶ့のᄦპࡿbࢃඳ઄の
ǤǪッȀb౜व઄bȍǲȖfǪȗンǳ઄bශᇍfੋ ႙ვ༥bႺ፟෯ౌ઄bဘኪ઄bಛఢᄦპ
�ǍクǦǠȕーbǍーǳఢᆀbǍȂȕ्ᄇ�Ɵƞ
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６e։׎りに
���� ႩဗƠபƘた๶ष調査研究ƀƾのೂव

࿨Ɵᇥँb໣ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲のଵඡb

ශたƟ೘ຎƠ৘ƌƛごൾऴƌまƌたc

ೂव࿨ƠƤ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄Ơ৘ƌƛଙ

၀ƁഓƢƾǁƛſƿbௗଢ଼bධࡿのǶーǥƠ஽

ǄƐƛ४་ƌƛいƄईႷตƁஸƄƟƘƛいま

すc໣ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲Ǎンǜーǳƀƾ

෇ษଉ෾ƁໃइƌƛいǀƈƝƁၥƴ೘ǁまƌ

たƁb२ಛಓ໲ƜƤǶーǥのஸまƿをಲশす

ǀưƞのໃइ૓୶ƜƤƟいƽŻƜƌたcࡴሑ

Ɯධࡿጺഞの৭৿শƁஸまƘƛいǀƈƝƁၥ

ƴ೘ǁまƌたc

ௗଢ଼bೂव࿨ƟᇥँやǶーǥf৘඾のஸまƿ

Ơƽƿ୰ኃࡿのᆱ઄f଍઄Ơ৘ƌƛbಛಓ໲Ɯ

Ʒ෗ఔ๗ጸのৄࡴƝƌƛ໴ࣤƌƛいƄᅢጅƁ

ŷƿますc෗ఔጺഞƠ૬ƁǀईႷตƷŷƿま

すƁbೂव๺໲Ɯᆱ઄f଍઄ƁஃƁƘƛいƄཨ

Ɯbಛಓ໲のƴฑ଺をƀけǀᇔ॔Ʒணፄƌƛb

໴ࣤを࿊ƶƛいƄᅢጅƁŷǀのƜƤƟいƜ

ƌƼŻƀc๶ष調査研究報告書༌ĬൻƠ෗ఔ

๗ጸƝƌƛの౗ຎఢƿƝৰമのȍǲȖbȈǏ

ンǳƟƞをまƝƶƛいますcฏᅋごࡴၥƄだ

Ɗいc

またb๶ष調査研究ƜƤ඲ǁƛいƟƀƘた

ጦ৫઄Ɯのᆱ઄f଍઄ƁஃƁƘƛいƄईႷࢪ

ตƷஸƄƟƘƛいますcৰ本࿨ƟணŽሑƤƈ

ǁまƜƝᇥǄƾƟいƷののbຎදƝƌƛ๗ጸ

࿨Ơ೘ƿຎƶǀƽŻ་ఙᆒのಈ፯のƽŻƠb

ƽƿነ॰ƟৰമをነಘすǀᅢጅƁŷƿますc

ධࡿƠƝƘƛƷነ॰ƟৰമƁŷǀƈƝƜb။

ƂሑのࡴƙƝƌƛᆱ઄f଍઄を๰༖౺Ɲƌƛ

ଙ၀すǀƈƝƁƜƂbධ඘ৄ੩ƭのተ໑ဗƷ

ஸまƿますcධࡿのධ඘ƭのተ໑ဗの୶එƤ

ධࡿの४ഊƠ૬Ɓƿb౦ኁǠーǾǤ୶එƠƷ

৳ይƌますc

本ஜƁ໣ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲Ơſけǀb୰

ኃࡿのᆱ઄f଍઄Ơ৘すǀ෗ఔ๗ጸのൃࡴƠ

ƟǁƥஂいƜすc

º׻՛ؓᇻആに関֖֥
本ஜƤ๶ष調査研究ƀƾのྩ฿調査Ɲƌƛ

ಲ౮ƌまƌたc本誌�ဪੜ౦ྎ໠ಛಓ調査व

ǶȐーǤȗǪー�ĩଈ஼ƜのૡఐやbĩଈƝĮଈ

Ơ໣ቒfဥƌƼདࡰಛಓ໲の৫बᆪ኷ࡀƜ�ƀ

ƻいƝƈǂƠ೚ƁၫƄj� ໣ቒfဥƌƼಛಓ໲

ſዂጵƖග報 ��のǱーȉᇻആをபƘƛいますc

ဴ調査वƜ過去ƠபƘた調査研究のƒのଢ଼やb

఍ᆪのƴ調査ƌƛግƌいƟƞのごጅሰƷ೥け

ᆋけƛいますcูઇ࿨ƠǱーȉࡎのごࣤᇻを

いただけますƝஂいƜすc
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公益財団法人東京市町村自治調査会は、1986（昭和61）年10月に市町村の自治の振興を図るこ

とを目的に、東京都多摩・島しょ地域の全市町村の総意により設立された行政シンクタンクです。

現在、東京都、八王子市、立川市、府中市、昭島市、調布市、町田市、東村山市、清瀬市、あきる野市

の職員が派遣されており、多摩・島しょ地域の広域的課題や共通課題に関する調査研究・普及啓発

のほか、市町村共同事業、広域的市民活動への支援などを行っています。

１　沿革

1964（昭和39）年
「東京都市町村連絡協議会」設置

（市と町村の共通事項について協議調整）

1985（昭和60）年
「東京市町村協議会」に改組

（市町村共通の課題に対する調査研究機関としての機能拡充）

1986（昭和61）年

10月Ĩ日

「東京市町村協議会」解散、「財団法人東京市町村自治調査会」設立

（体系的な調査・研究を積極的に行政施策へ反映させる必要性）

1994（平成ĭ）年

Į月Ĩ日

東京市町村自治調査会内に「多摩交流センター」設置

（『多摩地域移管百周年記念事業「TAMAらいふ21」』の成果の継承、市民

交流活動の一層の推進）

2012（平成24）年

ī月Ĩ日
公益財団法人移行

２　主な事業内容

（１）　市ೂఔのࣞॊୋ൫に関する調査研究

　Ǌ東京都඲市町村ˡ֤ࢷജ ʈޖೠജ˝ٕూ˞˗ʷ˙ˡ調査ݸࡒ

　ǋగ྆ಅ֤ˇ˲০మ調査

　ǌగ྆ ʈ൙ˊ˺ಅ֤̰ʏ̨̬̘̿Ⳓగ྆ ʈ൙ˊ˺ಅ֤਋္൯ࠥວⳒ

　Ǎ市町村ୣୋॸࣗষႁ

　ǎ市町村財ୋႏ໴୫ঞຢ

（２）　市ೂఔඁޖ事業の実施ݬ˦ট؁

　Ǌగ྆ ʈ൙ˊ˺ 39市町村޸়ඁޖ

　ǋ̓ʏ͔東京 62市ߘ町村޸়ඁޖ ʚ˲˜˽東京 ʈص౾ر཯থ̡͖̘̱̀̐ʛ

（３）　市ೂఔの自治に関する໋ࠊݬ฻

　Ǌૐ༻ഇޑ঵ʚ東京市町村自治調査会̴͎ʏ̢̨͕ʏʛˡ発行

　ǋ੒ப࣠पˡځभ

　ǌ調査ل࠹ݸࡒ発ວ̡̠͉͆̏͜ˡځभ

඀へのট؁ھജ市ྵ֤ࢷ　（４）
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༃ᆋಈ઄

ൃถಈ઄������፭ᎬĮ�Ⴉဗᄌෲ�

サマージャンボ宝くじ等収益金の活用実績と予定（市町村分）

１　短期貸付

�����፭Ꭼī� 580,000

�����፭ᎬĬ� 590,000

�����፭Ꭼĭ� 500,000

໣ቒfဥƌƼஃࡰᎌૢঊ၌ൃถಈ઄ 223,949

໣ቒ��౦ಛಓ෮ුಈ઄ 348,814

ဪੜ��౦ྎ໠のಛಓƠ৘すǀ調査研究့ಈ઄ 100,000

໣ቒདࡰȅーǼーȗǤँfǲǣǪȖँ෮ුಈ઄ 5,000

໣ቒfဥƌƼபท೚໗のǕンȔǏンँfಈኃശጫ୲ጴँ෮ුಈ઄ 1,170,621

ဪੜ��౦ྎ໠のಛಓƠ৘すǀಲ໺調査ਸƨᆗਸ૖ᄇ့ಈ઄ 129,400

ဪੜಛಓव৛本৛௺ธᅏಈ઄ 392,000

౦ྎ໠ධࡿ੢၍研ೲಈ઄ 35,000

２　長期貸付

�����፭Ꭼī� 4,782,700

�����፭ᎬĬ� 5,206,000

�����፭Ꭼĭ� 5,127,300

発 行 公益財団法人　東京市町村自治調査会

〒１８３-００５２ 東京都府中市新町2-77-1 東京自治会館 ４階

TEL：042-382-7722

URL：https://www.tama-100.or.jp
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